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55年水稲の障害不稔発生と地域性及び耕種法との関係
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表 1 スコア表

1は じ め に

山形農試本・支・分場では55年低温障害の実態を現地に

おいて調査し,その結果は既に報告されている5)。 これま

で冷害年には農家圃場から冷害を軽減あるいは助長した要

因を摘出し対応技術として役立ててきた
4)。 摘出された主

要因は,地域性や栽培の基本技術にかかわるものがほとん

どであったが,55年 もその例外ではない。しかし,実態調
査の性質上聞き取りを多く含むことから,要因と被害量と
の関係を数量的に表わすことが困難なうえ,主観的,経験

的にとらえがちである。

本報告は実態調査に数量化法を適用することによって55

年の障害不稔発生を軽減あるいは助長した要因の摘出とそ

の影響度の大きさを数量的にとらえ,今後における対応技

術の確立のための方策について考察したものである。

2 調査及び解析方法

県内 5地域のそれぞれで標高別に不稔を軽減している優

良事例とそうでないものが比較できるように留意しながら,

圃場を選定 (86カ所 359点 )し ,成熟時にサンプルの抜き

取りを行い不稔歩合を調査した。調査圃場の耕種法は農家

から聞き取りを行い,それの集約結果に数量化 I類 1)を摘

用した。取り上げた要因(ア イテム)と カテゴリーは表 1

に示す。外的基準は不稔とした。サンプル数を306点 とし

て,数量化 I類の計算はFACOM OS y/x8用 のプ●グラ
ムパッケージQU“綱ASを使用し,山形県電算課にて実施

した。

3 結果及び考察

実態調査の結果から不稔歩合に及ぼす要因の影響度を数

量的に表わし,不稔歩合を予測するのが数量化 I類である。

表 1に各要因と不稔歩合との偏相関係数を示す。要因相互

間の内部相関は標高―品種間を除いては大きな値をもたな

い(表略 )。 このことは各要因は適当な独立性をもってい

ると考えてよく,要因の不稔歩合に対する影響度の大きさ

は独立的に判定してよいであろう。偏相関係数はどの要因
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が不稔歩合の予測に大きく貢献したかをみる尺度となるが,

同じことを数量のレンジで計ることもできる。両者ともそ

の値の大きいはど貢献度が大きい。重相関係数 Rは 12の要

因で306点の不稔歩合をどの程度説明できるかを表わす指

標となる。ここではRは 0675と 計算され,比較的高い値

が得られている。

次に各要因の偏相関係数およびカテゴリーの規準化した

数量の大きさに基づいて,不稔歩合に及ぼす要因の影響度

を述べることにする。

(1)地域 : 最北東部が (→ ,村山西部,庄内が (―)の
大きな数量を示した。冷涼な偏東風の流入地帯である最北

東部で不稔が助長され,偏東風の影響のほとんどなかった

内陸西部,日本海側の庄内地方では不稔が軽減され,東西

間で対称的現象を呈している。

(2)標高 :偏相関係数が要因間のなかで最も大きく,不稔

歩合に対する影響度が強いことを示している。数量は当然

ながら山間>中山間>平坦の順に大きく,山間部で明らか

に不稔が助長されている。

(3)品種 : 極早生 (ハ ヤニシキ,シ モキタ級),早生(や
まてにしき,)まなひかり,アキユタカ級)が (),中生 (キ
ヨニシキ級 ).晩生 (ササニシキ級)が (→ の数量を示し,
早生群は不稔を軽減しているのに反し,中晩生群は不稔が

助長されている。品種の熟期の差異が不稔歩合の差となっ

て表われた現象は,調査対象地帯に中山間,山間地が多く

含まれていたためと考えられるが,品種の幼穂発育段階の

低温遭遇時期もまた大きく関与している
2)。

(4)苗の種類 : 苗の種類が不稔歩合に及ぼす影響度は12

要因中最も小さく,レ ンジの差もわずかである。数量の符

号からは稚苗は不稔を軽減し,中苗は助長する傾向にある

と言えるがこの現象には苗の種類と出穂時期の関係が絡み

合っていると思われる。早植えの中苗が稚苗より不稔発生

の多かった事例も報告されている
2)が ,55年 は初期生育が

とくに旺盛であったことも関係し苗間の差が表われにくか

ったとも考えられる。

(5)移植期 : 早植え(5月 15日 以前),晩植え,(5月 25日
以降 )が ともに不稔を助長し,適期値は不稔を軽減してい

る。本結果の解釈にも移植期の早晩による出穂期のズレと

低温出現日の関係が絡み合っていることを考慮しなければ

ならない。

(6)有機物の施用 : 無施用,生わら施用は不稔を助長す
るのに対し,堆肥施用は不稔を軽減し,冷害年における堆
肥施用の効果が明らかである。

(7)土壌改良資材の施用 : 無施用は不稔を助長するのに

対し,珪カル,熔燐は不稔を軽減し施用効果が認められた。
(3)基肥量 : カテゴリー数量には一定の傾向は見い出し
難く,Nの基肥量が不稔に及ばした影響は明らかでない。
(9)活着期追肥 : 無追肥と2″/103以上の追肥が不稔
を助長しているのに対し, 2協/100以内の施用量では不
稔を軽減している。

10中間追肥 : 6月 下旬頃の追肥を 2り/10a以上施用
した園場では明らかに不稔を助長している。55年は 5, 6

月の高温によりNの発現と吸収が早まり6月 中旬以降葉色

が褪色した。そのためNを追肥した圃場は,この1寺期に追

肥を控えた圃場に比較し不稔発生が多かったことが指摘さ

れている。が本調査からも同様の現象が認められた。

uD幼穂形成期以降の追肥 : 幼穂形成期以降の追肥が不

稔歩合に及ぼす影響度は苗の種類に次いで小さく,ま た追

肥量の多い圃場で不稔が軽減されるなど上述の中間追肥の

結果や,従来からの知見とは一見して異なった傾向を示し

た。しかし,幼穂形成期の追肥を遅らせ,止葉期に追肥し

た場合冷害危険期における稲体のN濃度を高めることがな

いので不稔発生を助長しなかった事例うもあり,今後,低

温年における追肥方法について検討する必要があろう。

し

'中

千し : 中千しの時期や程度は地域,Itt形 ,水利慣
行,透水程度などによって異なるので,本調査では出穂前

に落水処理を行った固場へ中千しを実施したものとみなし

た。すると中千しを行った場合は不稔が助長され,湛水を

継続した圃場で軽減されている。この現象が落水処理時期

と低温時期が一致したために生じたものかどうかは明らか

でない。いずれにしても低温年における中千しの効果につ

いては今後検討しなければならないであろう。

以上.55年低温と不稔発生との関係には地域,標高及び

品種の 3者が大きく関与していることが数量的に明らかに

された。地域,標高のような地理的背景が不稔歩合に大き

な影響をもたらすことは当然としても,それに次いで品種

のかかわり合いが大きく表われたことに留意せねばならな

い。その他,施肥法,水管理,地力増進などのいわゆる栽

培上の基本技術の励行が不稔発生を軽減することも数量的

に明らかにされた。

これら要因の重要性は51年冷害でも既に指摘
4)されてい

たが,稲作をめぐる厳しい現状と機械化進行の流れの中で

基本技術はともすれば忘れがらである。本報告は冷害年に

おける基本技術の重要性を数字としてとらえたことにその

意義がある。

4 摘    要

55年山形県内の障害不稔に関与する諸要因の影響度を農

家圃場の実態調査に基づいて解析した。その結果,不稔発

生の軽減には適品種の作付,地力の増進,適正な作期と追

肥法などの基本技術の励行が重要であることが数量的に確

認できた。

一方,苗の種類,基肥量,穂肥量及び中千しが不稔に及

ぼす影響度は判然とせず,今後の検討が必要である。
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